
1． は　じ　め　に

　東日本大震災の経験は，電気，ガソリン，交通網，
通信網等と同様に，食料，飲料水は，ひとたび供給の
寸断が生じると，国民生活に大きく影響し，場合に
よっては社会的なパニックを引き起こしかねないこと
を再認識させられた．リスクに関連して，大震災後に
開催された地震学会，土木学会をはじめとする学術学
会の大会において，「想定外」を言い訳に使うべきで
はないとの議論もなされている（註 1）．また近年，
食料価格が過去最高値を更新するなど乱高下している
ことから，食料問題について国際的な関心が高まった．
さらには環太平洋パートナーシップ（TPP）協定参
加問題を契機として，我が国の食料・農業の在り方に
ついて，様々な立場で議論がなされている．本稿では，
食料の量的リスクに関し，過去の食料危機と対応策の
系譜という歴史的視点と，食料安全保障概念を中心に

国内のみならず国際的な議論との国際比較の視点を踏
まえて，我が国のリスクの潜在的な危害要因を把握し
た上で，可能な限り幅広い類型化を行い，いくつかの
要因の検証を試みる．
　食品のリスクは自然科学的な食品危害等を主に指す
ことが多い一方で，農業のリスク（註 2）は自然災害
等に起因する，主に農業経営面の損失の統計学的期待
値を指すことが多い．しかし「食料の量的リスク」と
いう用例はあまりないことから，まず本稿における

「リスク」を定義しておきたい．食料の量的リスクは，
誰にとってのリスクであるかという視点が重要である．
フードチェーンのどこに所在するかで事象に対するリ
スクの被害程度が異なり，極論すれば，生産者・輸出
国にとっては価格下落を招く供給過多がリスク要因で
ある一方で，消費者・輸入国にとっては供給不足がリ
スク要因となるなど，関係者個々に利害相反するケー
スもある．このため質的リスクについては，例えば食
品危害発生の影響が，消費者のみならず，その緊急事
態対応等を通じて生産者をはじめとしたフードチェー
ンの各段階にも及ぶことから，程度に差はあれども関
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係者共通のリスクとなりうることが，協働によるリス
ク軽減に向けた共通の基準形成を動機付けることと比
較して，量的リスクの普遍的な対応策を国際的に確立
することを困難にしている側面もある．本稿では，量
的リスクを，消費者が健康で充実した生活を送る上で，
合理的な価格による良質な食料の安定的な調達に困難
を生じさせかねない不確実性と定義し，一定程度予見
可能な「危険」と，発生するかどうかも予見し難い

「真実の不確実性」の双方のリスクを含めて考察する
（註 3）．
　また食料の量的リスクへの対処と関係の深い Food 
Security，その訳語である食料安全保障の問題を概念
的に論ずる際には，Sen（1983）が，それまで常識と
されていた，食料総供給量の減少を飢饉の要因とする
見方を痛烈に批判して，権原（註 4）アプローチを導
入した視点を重視すべきである．

2．食料の量的リスクに関する 
国際的認識と国民の意識

　世界のリーダー達が，多種多様なリスクとの比較で，
食料のリスクをどのように捉えているのか，世界経済
フォーラムが 2006 年から公表している「グローバル
リスク報告書」（註 5）で確認する．今後 10 年程度の
中長期にわたるリスクの発生の可能性と深刻度の二次
元で個々のリスク課題をマッピングしている．食料問

題については，世界的な食料価格高騰を経験し，2008
年報告書に，「食料不安（Food Insecurity）」が，発
生の可能性は 5～10％ と中位ながら，深刻度（被害
額）が 5～25 百億ドルと中位，深刻度（死者数）が百
万人以上の最高位のリスクと認識され，初めて登場し
た．最新版の 2012 年報告では，社会的リスクとして
の「食料不足危機」と経済的リスクとしての「エネル
ギーと農産物価格の極端な変動」の 2 つのリスクに分
割され，いずれも他のグローバルリスクと比較して高
いリスクと認識されている．
　食料の量的リスクに関する日本国民の意識に関連し
て，内閣府（2010）の世論調査によれば，将来の食料
輸入に不安があると回答する者が 85.9％ を占め，前
回の 2008 年調査時の 93.4％ からは低下したものの
1990 年調査時の 62.8％ と比較して極めて高い水準と
なっている．不安要因と考えられる事象のリスク，つ
まり発生確率と，発生した場合の影響度の定量的推定
が困難な中で，約 86％ もの国民がどのような情報に
基づき食料輸入の不確実性を不安と感じているのかに
ついても検証される必要もあろうが，いずれにしても
国内生産と比較した食料輸入への信頼度の低さが明確
に反映されていることは否定できない．
　こうした国民の強い不安感は，日本において，

「physical な飢餓」からは説明できないほどに，他の
先進諸国と比較して，「飢餓」，「飢饉」，「食料危機」，
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（註 1）　池田（2011）は，『日本リスク研究学会誌』の巻頭言で，東日本大震災という地震，津波，原発事故の巨大複
合災害について，発生前後の「想定外」問題の影響を，「リスク分析の枠組み」で検証する必要性と，その際，異質
の知見を排除しがちな専門家集団内の「peer-review」から脱皮した学際的なメタ評価軸「meta-peer-review」の必
要性を示唆している．

（註 2）　南石（2011：p. 56）は，農業経営学・農業経済学における代表的なリスクの定義として，Harwood et al.
（1999）による定義を参照しつつ，「人の福祉や経営状態に望ましくない影響を及ぼす可能性について正確に予見でき
ない状態」と定義している．

（註 3）　「経済学の長い歴史において，リスクの問題を最も真剣に分析した学者の一人」（酒井 2010：p. 50）である，シ
カゴ学派の祖であるフランク・ナイトは，自然現象のように発生する確率分布を測定し得る「危険」（risk：客観的
確率）と，発生するかどうかも含めて測定できない「真実の不確実性」（uncertainty：主観的確率）とを峻別した

（ナイト 1959：p. 66～67）．
（註 4）　「権原」（entitlement）とは，社会で容認される合法的手段を用いて人々が食料を含むある財を手に入れ，もし

くは自由に用いることのできる能力・資格を意味するとされ（セン 2000），その後の国際的な食料安全保障の議論に
おける access to food が，おおむねこの概念に相当する．世界的な食料の供給不足が生じても，構成員の権原に問題
のない地域・国では被害が生じない一方で，国レベルでは食料の供給が十分であり，かつ平均所得が高くとも，社会
保障制度等のセーフティネットが未整備のため権原が損なわれているグループが存在する場合には，当該グループが
リスクに直面するケースがある．換言すれば，マクロの食料供給量は，全ての人の食料安全保障を達成するための必
要条件ではあるが，必ずしも十分条件ではなく，この観点からは，食料の安定供給の確保は，食料安全保障達成のた
めの構成要件の一部といえる．

（註 5）　世界経済フォーラムが追跡している特定のグローバルリスクに関する専門家，財界首脳，政策立案者に対して，
リスク意識調査を実施し，2012 年版は 469 件の有効回答について統計学的手法を用いて分析した報告書．



「食料不足」という言葉を含む出版物の数が突出して
多いことについて，樋口（1999）が，道徳的・倫理的
基盤，災害文化にかかわる文化資本等に起因する

「spiritual な飢餓」にも焦点を当てて飢餓問題を捉え
る必要性と，さらに食料不足という状況でのパニック
発生問題への対応策として，「単に「physical な飢餓」
耐久性だけでなく，「spiritual な飢餓」耐久性をも合
わせて考察する必要」（樋口 1999：p. 403）があるこ
とを指摘していることとも関係があろう．

3．過去の食料危機と対応

1）我が国の中世以降の飢餓・飢饉
　歴史上，我が国を含む世界各地で，最高度の食料の
量的リスクと言える飢餓・飢饉の発生も枚挙にいとま
がない．中世社会では，人々は慢性的に飢餓状態にあ
り，自然災害や支配者による収奪により飢饉が起きた
とされる．いわば地方分権システムの中で，食料確保
を含む，それぞれの地域での問題は地域自らの力で解
決せざるを得なかった一方で，被害が他の地域に広範
に伝播することもなかった．近世になると，農業生産
力が飛躍的に向上したものの，商品経済の進展に伴い
都市と農村の格差も拡大し，いわば飢餓と飽食の共存
という事象が見られた．石高制という経済システムを
基礎とした，中央集権的な江戸幕府は誕生したものの，
支配や経済の単位としての領地は小国家たる藩であり，
財政運営をはじめとした内政は独自性と排他性を有し
ていた．なお大飢饉が発生した寛永，元禄，享保，宝
暦，天明，天保期には，その被害は，地域的なレベル
に止まった中世と比較すると，格段に広範囲に影響が
及んだものの，飢饉への対応策は藩ごとに大きな隔た
りが存在し，現在の輸出禁止措置に相当する「穀留」
という食料不足時の対応も始まったとされている（註
6）．明治維新後，近代に入り，鎖国体制が解かれ海外
からの食料輸入も開始されるとともに，廃藩置県とい
う中央集権システムが構築されたことにより，依然と
して経済的・階層的な格差は残存したものの，穀留を
行うような小国家的な壁が撤去され，円滑な国内流通
が確保されることによって，徐々に食料の偏在が是正
され，飢餓・飢饉の発生が激減した．
　明治から第二次世界大戦前の間は，コメ，いも，麦
などに依存する貧困な食生活であり，さらに昭和初期
の世界経済恐慌時，戦時中の軍事経済優先の食料事情

悪化，第二次世界大戦終結直後には全国的な飢餓と栄
養失調の蔓延を経験した（山本 1999）．食料の量的リ
スクの発生と広がり，またリスクへの対応策には，商
品経済や物流の進展等の経済的要因と，実効性のある
統治・共同体単位の拡大や支配システムの変容等の政
治的要因の両面が関連しており，家族単位の自給に始
まって，地域単位，藩単位，国単位へとリスク管理の
範囲がしだいに広がってきているが，貿易の拡大等国
際化が進展した現代でも世界全体で見れば食料不足が
解消されたと言い難い状況にある．
　食料問題からは離れるが，猪俣他（2011）は，貿易
を通じた国際生産ネットワークの緊密化と経済危機等
の負のショックの連鎖との関係を，アジア国際産業連
関表を用いて定量的に分析している．アジア・環太平
洋地域における貿易の「三角構造」の下で，2008 年
のリーマンショックを引き金とする経済危機が，震源
地のアメリカよりも東アジア諸国の景気後退をより深
刻化させた．この負のショックの伝達メカニズムとし
て，国境を越えた相互依存関係を著しく深化させた高
度な連関構造を生み出したがために，逆説的に需要
ショックの伝播が非常に速く，かつ広域に及んだこと
を解明している．とりわけ不測の危機に際して，経済
の国際化，ボーダーレス化による負の影響を緩和・遮
断する，何らかの国際協調システムや国内での備えが
整備されることが望ましいことが示唆される．

2） 1970 年代前半の「食料危機」への対応
　高度経済成長期の国際収支黒字幅の拡大を背景とす
る貿易自由化問題に加えて，コメの過剰問題，列島改
造ブームによる農地転用需要の増大という「農業の三
重苦」により，日本農業撤退論が俎上に上る状況下に
あって，食料の海外依存度を急速に高めた．このよう
な中で，1973 年 6 月に突然アメリカが大豆輸出禁止
措置を発動し，10 月には第 4 次中東紛争勃発を契機に，
石油と食料の価格高騰と供給不安により，一種のパ
ニック状態とも言える経済的混乱，狂乱物価という事
態が発生した（註 7）．輸出禁止措置は 3 カ月に過ぎ
ず大豆輸入量は十分に確保されていたにもかかわらず，
パニック状態は収まらず（註 8），実行された対応策
の中には，①過剰在庫累増につながったコメの備蓄積
み増し論の台頭と米価の引き上げによる増産，②結果
的に契約企業が膨大な赤字を計上することにつながっ
た，固定価格による長期契約を内容とする日豪砂糖輸
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（註 6）　中世から近代に至る日本の飢餓の歴史は，原田（1999）を参照．なお「穀留」とは，「下野国黒羽藩士・鈴木
正長の「農諭」に，『隣村に親類縁者有と雖，他の領分なれは穀物の取やりは少しもならす』とあるように，それぞ
れの領内でしか穀物の売買を認めない，とするものであった」（原田 1999：p. 31）とされている．



入協定（註 9）など，現時点から評価すれば課題を残
したものもあった．とりわけ一次貿易商品について，
過度な価格変動の防止と需給調整，構造調整などを目
的として生産国，消費国双方が協力し合う商品別の国
際商品協定が過去に締結されたものの，しだいに経済
条項が撤廃され，2001 年に国際天然ゴム協定が失効
したことから，経済条項を含む国際商品協定は現在存
在せず，消費・輸入国と生産・輸出国の利害が相反し
ている中で，国際的な需給・価格の安定が困難である
ことを示している．近年の価格高騰時等にも経験した
が，食料需給が逼迫していく際には，少なくとも短期
的には，価格が上昇すれば供給増加と需要減少を通じ
て，新たな均衡点に達するという平時の「経済人」と
しての行動よりも，むしろ在庫積み増しを目的とする
買占めや，輸出規制措置をはじめとした売惜しみと
いった事態悪化を招く行動が顕在化しがちである．買
占めや売惜しみは，「経済人」の利潤最大化行動とも
解しうるが，社会的厚生の最大化に反することから，
その行為を規制する国内法を整備しうるが，国境を越
えた売惜しみに相当する各国の輸出規制措置を有効に
規制する国際法は存在していない．

₄．食料安全保障概念の系譜

1）安全保障概念の歴史的変遷（註 10）
　食料安全保障の概念整理を目的として，まず安全保
障概念の誕生と変容の経緯を概観する．安全保障は，
security の訳語であるが，原語が安全，安心，保証，
保障といった幅広い内容を含意する言葉であるのに対
して，新たに日本語となった「安全保障」は，20 世
紀に誕生した国際政治学，国際関係論の研究対象とな

る外交上の術語として登場した．第一次世界大戦後の
国際連盟規約に「安全保障」の考え方が反映された背
景として，中西（2001：p. 36）は，「アメリカ社会に
伝統的な安全に対する感覚が連盟規約という国際政治
上に持ち出されたことと，フランスがより明確に定義
された対独政策の目標として，従来の国防力の拡充の
みならず，様々な諸政策を考慮する実際上の必要に迫
られた」ことを挙げている．戦間期や冷戦期の必要に
迫られる形で，国家間の紛争に，軍事的文脈のみで定
義された防衛（defense）を基軸とした対外政策では
対応できなくなり，軍事政策よりも広い文脈である集
団的な国際関係の枠組みでの解決─集団的安全保障─
が目指され，政策概念としての安全保障概念，研究領
域としての安全保障論が形成されてきた（高橋 1998）．
ところが，国際連盟にアメリカは参加せず，主たる関
心はヨーロッパの侵略防止体制の構築としての安全保
障概念深化に移っていった．この間，アメリカ国内に
おける安全保障議論は，国際連盟や集団的安全保障

（collective security）体制への共感を示す伝統的な国
際主義者がいる一方で，自国の重要な利益を「国家安
全保障」（national security）と表現し，これを目的
とした国際政治への積極的関与を主張する「国家安全
保障」論者が台頭し，対立が先鋭化しながらアメリカ
における安全保障概念が形成されてきた．この観点は，
アメリカで 1947 年に成立した国家安全保障法の審議
過程で，安全保障に必要な国力として，軍事力のみな
らず，経済的・産業的な生産力，財政的強度，技術力，
動員の可能性が指摘された点とともに，食料の安全保
障問題を考察する際にも重要な示唆を与える．
　安全保障が主として対象とする範囲の違いにより，
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（註 7）　川島（2009）は，近年の食料危機説の源流をローマクラブの『成長の限界』と捉えているが，食料・エネル
ギーの国際需給をめぐる混乱事態が発生する直前に，1972 年に公表された『成長の限界』が，世界人口，工業化，
汚染，食料生産，および資源の使用の現在の成長率が不変のまま続くならば，来るべき 100 年以内に地球上の成長は
限界点に到達するであろうと警告し，マルサスの人口論を想起させていたことも，消費者のパニック心理に拍車をか
け，「spiritual な飢餓」感を増幅させたと推察される．

（註 8）　むしろ価格高騰の大きな打撃を受けたのは畜産業界であった．トウモロコシなど輸入飼料依存度が高く，かつ
生産コストに占める飼料コストのウェイトが高い養豚・養鶏は，光熱費等の生産資材費の上昇と相俟って経営面で大
きな打撃を受け，例えば繁殖豚飼育農家数は，1973～74 年の 1 年間に 12.5％ 減，74～75 年の 1 年間に 20％ 減と小
規模層を中心に廃業が相次いだ．しかし生産縮小と生産者団体による自主的な生産調整の効果により，75 年にはお
おむねコスト上昇に見合った価格水準の回復が図られた．

（註 9）　当時，砂糖輸出国は先高を見越して売り控え，輸入国は供給不安から買い占めて，価格が高騰していく中で，
1973 年の国際砂糖会議における国際砂糖協定の改訂交渉が難航し，国際的な価格調整機能を規定していた経済条項
が廃止される状況にあった．このため農林省による積極的な行政指導の下で，日本側の国内精製糖メーカー 33 社と，
オーストラリア側の大手砂糖メーカー CSR 社の間で，年間 60 万トン，価格は 5 年間の固定価格とする長期契約が締
結され，両国政府もその円滑な履行を期待する旨の交換公文がなされた．

（註 10）　この安全保障概念の歴史的変遷の項は，主に中西（2001），高橋（1998）に依拠している．



国家安全保障，複数の国の集合である地域を対象とし
た集団的安全保障，国際連盟・国際連合で議論される
世界の集団的安全保障が重層的に存在している．

2）冷戦後の安全保障概念の多様化・「拡散」
　安全保障を国際的に主要なアジェンダに押し上げた
冷戦の終結は，安全保障概念の変容を余儀なくさせた．
高橋（1998：p. 138）は，そもそも冷戦期においても，
安全保障の概念について，「外部の脅威から内部の価
値を守ること，しかもそれを主に軍事的文脈において
語る」という最低限のコンセンサスはあったものの，

「状況依存的な概念であるため明確に一般的な理論化
を行うことは不可能であり，多様な定義が存在」した
と論じている．その後，冷戦の終結により，関心領域
の拡散，すなわち軍事的領域から人権，環境，経済，
災害，国内問題なども安全保障概念に包含すべきと主
張された．高橋（1998：p. 140～141）は，このよう
に拡散した安全保障概念の体系化に当たって，「何が

（主体）」，「何を（価値）」，「何によって（手段）」守る
かという問題の明確化が必要であり，かつ主体につい
ては，「結局のところ国際システムと個人を結ぶイン
ターフェースとして今のところ国家以上に効率的な主
体は存在しないため，全体として考えると両者の結節
点としての国家が安全保障を担うのが相対的には最も
適当」と指摘している．国際化の進展によって経済活
動の国境を越えた相関関係は増大してきたものの，依
然として「世界連邦政府」のようなガバナンス体制は
存在せず，国際社会が複数の国家からなる無政府社会

（Anarchical Society）である状況に変化はない（註
11）．

3） 我が国における食料安全保障概念の形成
　我が国では食料の自給自足論が戦前までの農政の基
本思想であったとされている（註 12）．その後，1970
年代前半の「食料危機」と「石油危機」を契機として，
エネルギー問題とともに食料問題について国内各方面
からの関心が急速に高まった．さらに 1980 年 1 月に

は，アメリカがソ連のアフガニスタン侵攻に対する制
裁として 1,700 万トンの穀物輸出差し止め，食料を外
交上の武器として使用したことも，食料のアメリカ依
存と国家主権の在り方を再考する契機となり，貿易立
国であり，かつ資源小国である我が国の経済基盤の脆
弱性が強く認識されるようになった（大賀 2001）．こ
うした時代背景の下で，1980 年 7 月に大平正芳内閣
総理大臣が委嘱した私的政策研究会の 9 グループのう
ちの 1 つである総合安全保障研究グループがとりまと
めた報告書の中で，エネルギー安全保障，大規模地震
対策（危機管理体制）と並んで経済安全保障の 1 つと
して，初めて食料安全保障について具体的な提言がな
された．大平は，池田勇人内閣，田中角栄内閣で三度
にわたり外務大臣をつとめ，日米安全保障体制を基軸
としつつ，日中国交正常化を成し遂げた経験を踏まえ，
21 世紀を見据えた大平外交として，東西冷戦下にお
いても多様な環太平洋地域における国際交流，人作り
協力・技術協力，貿易の協調・拡大と産業調整，資源
開発協力等を内容とする「環太平洋連帯」と，一次産
品価格高騰等の教訓も踏まえた軍事面だけではない経
済的側面を重視し，相互依存関係も念頭に置いた「総
合安全保障」を構想した（小池 2008）．食料安全保障
概念もこれら総合的な外交構想の一環として提起され
た．
　報告書では，食料安全保障を含む経済的安全保障政
策に必要な努力が，第 1 表の 3 レベルに分類され，経
済的安全保障政策の要諦は，これら 3 つのレベルの努
力の間にバランスを保つこととされている．この政策
努力の三層構造は，前述の重層的な安全保障概念にお
おむね対応している．また同報告書で論じられている
エネルギー安全保障政策については，国内のエネル
ギー資源が絶対的に不足している我が国の特殊性に鑑
み，これら 3 つのレベルの努力のうち，より第 1 のレ
ベル，第 2 のレベルの努力が重要と，食料安全保障政
策とは若干の差別化がなされており，国内資源の賦存
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（註 11）　中野（2008：p. 184～189）は，福祉国家論で著名なストックホルム学派を代表する経済学者，グンナー・
ミュルダールの経済思想について，「福祉国家の理念である社会的弱者への配慮とは，同じ共同体に属する同胞への
配慮」であり，「国家の構成員の間に，ネイションという共同体意識が共有されていることを前提にする理念」であ
る，さらに「国際社会には，ナショナリズムのような社会連帯の強固な心理的基礎というものが欠落」していること
から，「国際統合は，国民統合よりはるかに難しい」と経済ナショナリズムとの関わりで論じている．最終的な安全
保障の担い手としての国家の，国際社会とは異なる役割の理解を助けることにつながる．

（註 12）　東畑（1947：p. 40～41）は，終戦までの農政の基本思想を「国家緊急の際に食糧だけはせめてもこれを確保
して置くの要があり，そのためには平素より深く廣い準備をなして食糧の自給力を養つて置かねばならない」という
考えに立脚して，「我が国の過去に於ては食糧の自給自足論は永い間殆ど農政を支配してきた思想であつたやうであ
る」と描写している．



量の違いが，安全保障確保の戦略に作用している．報
告書では，食料安全保障政策に関して，第 2 表に掲げ
る項目について提言がなされている．
　この報告書も踏まえて，1980 年 10 月に公表された
農政審議会答申「80 年代の農政の基本方向」で，公
的文書として初めて食料安全保障の必要性が強調され，
その第 2 章「食料の安全保障─平素からの備え─」に
おいて，食料供給の安定のためには，国内生産の確保
を図る一方，輸入に依存せざるを得ないものについて
は安定的輸入の確保を図ることが重要であり，また不
測の事態への備えとして，備蓄に加え，「平素からの
農業生産の担い手の育成を中心として，優良農地，水
資源の確保，農業技術の向上を含め総合的な食料自給
力の維持強化」を図ることの必要性が述べられている．
現行の食料・農業・農村基本法（平成 11 年法律第

106 号）における食料政策の基本的考え方が，この時
期にはおおむね形成されていたといえる．

₅．国際機関等における食料安全保障をめぐる議論

1） 食料安全保障をめぐる国際的な議論の概観（註
13）

　食料安全保障の定義については，研究者や国際機関
等により，1975～91 年の間に限っても 32 もの様々な
定義が提唱された（Maxwell 1996）．1970 年代前半に
発生した世界食料危機への対応を協議した FAO 第 17
回総会（1973 年開催）で採択された食料安全保障に
関する事務局長提案では，国際市場における食料供給
力と市場の不完全性という量的側面のみからその定義
付けが行われていたのに対して，センが権原アプロー
チを主張してからの 1980 年代以降は，1983 年の
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第 1 表　3 つの政策努力のレベルに対応した経済安全保障政策に必要な政策

政策努力のレベル 政策の方針 具体的な政策

第一のレベル 　相互依存の体系の運営，維持
　　自由貿易体制の維持
　　南北問題の解決

第二のレベル 　中間的方策 　　�その国の経済にとって重要ないくつかの国々
との関係を友好的なものとすること

第三のレベル 　自助努力

　　備蓄
　　ある程度の自給力
　　�基本的には，その国の経済力を維持すること，

すなわち，生産性や輸出競争力の維持など

資料：�政策研究会・総合安全保障研究グループ（1980）．

第 2 表　大平政策研究会による食料安全保障に関する提言内容

項　目 提　言　内　容

国際貿易との共存 自由貿易主義は，適切な農業政策との組合せにより，日本農業の一層の後退を招くことなく，進
展させ得るものであるし，またそうすべき

食料自給率と食料
供給力

食糧生産の持つ特質，国際需給の見通しなどを冷静に見つめて，中庸を得た自給度について，国
民の合意を得ておくことが必要
通常の状態における自給度ではなく，いざというときにどこまで生産を高めて，国民生活を守る
ことができるかということ
潜在生産力をなるべく高めに維持しておくことが大切
平素から農業生産の担い手，種子，農用地面積を確保しておき，いざというときは，米，麦，い
もなどを中心に農業生産を高められるようにしておくことが必要

備蓄
国，地方自治体のみならず，農業団体，食品産業，消費者世帯も，自ら備蓄を持つことが必要で
あり，その仕組みを検討しておくことが望ましい．こうした備蓄は，大規模地震などの災害の備
えにも役立つ

国際需給情報 国際需給などについての政府の情報収集能力は，アメリカの農務省などに比べて，極めて貧弱で
ある．それは強化されなくてはならない

資料：政策研究会・総合安全保障研究グループ（1980）．



FAO 世界食料安全保障委員会，1986 年の世界銀行の
報告書（World Bank 1986），1996 年の世界食料サ
ミット等で，量的側面に加えて，需要側の購買力等ア
クセスを含めた定義付けがなされている．
　Maxwell（1996）は，食料安全保障に関する考え方
が，1974～90 年頃にかけて，主に次の 3 点で変化し
てきたと論じている．まず第 1 に，1975～85 年にか
けての，世界や国家レベルの食料安全保障から，セン
の権原アプローチやアクセスに着目した，世帯や個人
レベルの食料安全保障の重視へのシフトである．第 2
に，1984～85 年にかけてのアフリカ大飢饉を契機と
した，食料の生活必需品としての性格に由来する食料
第一（Food First）という視点から，多様な脅威に対
して食料消費レベルを低下させないような適応力を身
につけるべきと考える農村住民の生計（Livelihood）
という視点へのシフトである．第 3 に，食料消費量，
カ ロ リ ー 等 の 栄 養 量 等 の 客 観 的 指 標（Objective 
Indicators）による実態把握から，選択の欠如，窮乏
感，食料入手の困難性等の主観的知覚（Subjective 
Perception）による実態把握へのシフトである．これ
は，例えば必要な栄養量が年齢，健康状態，体格，労
働量，環境，行動様式等の関数であって，集団の平均
値では，個々人の栄養不足度を適切に捕捉できないこ

と等を根拠としている．
2） 世界食料サミット，FAO 等における食料安全保

障の定義
　1996 年に，FAO の呼びかけで開催された世界食料
サミットにおいて，世界の食料安全保障の達成につい
て首脳レベルで討議され，国際的および各国レベルで
採用されるべき適切な政策を示す「ローマ宣言」およ
び具体的な方策を示す「行動計画」が採択された．現
在，国際的に食料安全保障，Food Security の定義と
して広く参照されているのは，行動計画の冒頭に掲げ
られた次の一文である（World Food Summit 1996）．

Food security exists when all people, at all times, 
have physical and economic access to sufficient, 
safe and nutritious food to meet their dietary 
needs and food preferences for an active and 
healthy life.

　この定義は，食料安全保障に必要な要素として，量
的充足，物理的・経済的入手可能性，適切な利用，安
定性が考慮され，先進国・途上国，輸入国・輸出国，
慢性的危機・一時的危機等の別を問わず，様々な事象
に対応しうる普遍性の高いものである（註 14）．FAO

（2006）は，さらにこの 4 要素の詳細を第 3 表のよう
に明確化している．
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第 3 表　FAO による世界食料サミットの定義に基づく食料安全保障に必要な 4 要素の詳細

要　素 詳　細　説　明

量的充足
（availability）

国内生産または（食料援助を含む）輸入により供給される，適切な品質の食料の十分な量
の確保．

物理的・経済的
入手可能性
（access）

栄養ある適切な食料を獲得するために十分な資源（権原）への個々人のアクセス．権原と
は，生活するコミュニティにおける法的，政治的，経済的，社会的制度を考慮して，（共
同資源へのアクセス等の伝統的権利を含む）個人が制御しうる全ての産品の塊で定義され
る．

適切な利用
（utilization）

全ての物理的な必要が満たされ，栄養的に満足な状態を達成するために，十分な食事，清
潔な水，衛生，健康管理を通じた食料の利用．このことは，食料安全保障における非食料
投入の重要性を提示している．

安定性
（stability）

食料安全保障を確保するためには，全住民，世帯，個人が十分な食料に，いかなる時もア
クセスしなければならない．偶発的なショック（例えば経済的・気候危機）や循環的事象

（例えば季節的食料不安）の結果として，アクセスを失うリスクにさらすべきではない．
それ故，安定性の概念は，食料安全保障の量的充足とアクセスの両側面に関連しうる．

資料：FAO（2006）．

（註 13）　食料安全保障をめぐる国際的な議論の史的展開については，サセックス大学開発研究所食料安全保障ユニッ
ト長（当時）であった Maxwell（1996）が，1974 年から世界食料サミット開催前の 90 年頃までのアカデミアの論調
を中心に整理した論文や，国連の食料援助機関である世界食料計画（WFP）に 30 年以上奉職し，その後 FAO，世
界銀行等のアドバイザーもつとめ一貫して国際的な食料問題を取り扱ってきた Shaw（2007）に詳しく，また坪田

（2007）の第 2 節「フードセキュリティをめぐる国際的動き」に簡潔に整理されている．



　また国際社会における食料に関する人権概念は，そ
もそも 1948 年に国連総会で採択された世界人権宣言

（Universal Declaration of Human Rights）において，
「すべて人は，衣食住，医療及び必要な社会的施設等
により，自己及び家族の健康及び福祉に十分な生活水
準を保持する権利並びに失業，疾病，心身障害，配偶
者の死亡，老齢その他不可抗力による生活不能の場合
は，保障を受ける権利を有する」と規定されたことに
遡る．その後，1966 年の経済的，社会的および文化
的権利に関する国際規約第 11 条に，食料に関する権
利が明確に位置付けられた．さらに FAO では，食料
への権利（Right to Food）に関する任意のガイドラ
インが策定されている．
　食料への権利は，途上国・先進国を問わず保障され
るべき権利であり，日本では，日本国憲法第 25 条第
1 項で，「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」
が保障されている．この生存権の具体的な保障措置と
して，生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に基づ
く生活保護制度の生活扶助が，経済的に困窮する国民
に支給されている．関連して，食料・農業・農村基本
法第 2 条第 1 項で，「食料は，人間の生命の維持に欠
くことができないものであり，かつ，健康で充実した
生活の基礎として重要なものであることにかんがみ，
将来にわたって，良質な食料が合理的な価格で安定的
に供給されなければならない」という食料の安定供給
に関する理念も明示されている．
　なお紛争などの人為的災害，あるいは干ばつや洪水，
病害虫などの自然災害に起因する食料不足のため飢餓
に直面する人命を救う国際的な食料安全保障の最後の
砦として，主に国連世界食料計画（WFP）が緊急食
料援助を実施しているが，WFP は国連本部や FAO
のような義務的拠出機関ではなく，任意拠出機関であ
り，かつ基本的に拠出国が拠出先を指定して食料援助
が実行されることから，国際社会が必要とする者全て
への食料援助を担保しうるような現状にはない．

₆．諸外国における食料安全保障をめぐる状況と政策

1） 食料大国アメリカにおける潜在的な経済的アク
セス問題

　アメリカにおいて，食料供給力が十分であるから，
現状が食料安全保障問題とは無縁というわけではない．
アメリカの農務省予算のうち，近年その 7 割以上が国
内食料援助に相当する，フードスタンプ・プログラム

（2008 年農業法で正式名称を追加的栄養プログラム
（SNAP）に変更）を中心とする食料・栄養プログラ
ムとして計上されている．大統領府による 2012 年予
算案では，財政赤字削減策の一環として農務省予算が
対前年比減となる中でも，本プログラム予算は増額さ
れ，実に総予算の 77％ に達する状況にある（USDA 
2011）．SNAP の受給者数は，2007 年には 26.5 百万人
であったが，近年急増しており，現在では 45 百万人
と，総人口（308.8 百万人：2010 年 4 月現在）の 15％
を上回る水準となっている（USDA 2011：p. 60 参照）．
　アメリカには，SNAP のほか，日本と同様の生活
保護制度（TANF）が存在しているが，保健社会福
祉省による 2009 年の予算額は 231 億ドル，2009 年の
月平均受給者数は約 415 万人と，SNAP の予算額・
受給者数と比較して相当低い水準である．これはアメ
リカ国民が TANF を生涯に 5 年間を超えて受給でき
ないことに起因しており，SNAP が長期にわたる貧
困者への社会的セーフティーネット，いわば生活保護
の食料現物支給の役割を果たしている側面もあろう．
いずれにしても SNAP や TANF を通じたアメリカに
おける公的支出額の拡大は，センの権原アプローチに
基づく経済的アクセスにかかわる政策対応の必要性が
高まっているとの見方もできる．

2） イギリスにおける体系的な食料政策・食料安全
保障の検証

　イギリスは，第一次世界大戦中には，畜産物から小
麦および馬鈴薯への生産転換，配給割当に追い込まれ，
また第二次世界大戦期には，特に欧州と大英帝国の植
民地からの食料・飼料の輸入量が，ドイツの潜水艦攻
撃，植民地の敵国による占領，太平洋戦争の影響によ
り，1943 年に 1930 年代の水準の半分まで落ち込み，
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（註 14）　FAO の定義が引用される場合に，Food Security は途上国の問題との誤解を生じさせる要因として，世界食
料サミットの「ローマ宣言」において 2015 年までの栄養不足人口半減との目標が最大の成果として示されたこと，
2000 年に開催された国連ミレニアム・サミットで採択されたミレニアム開発目標においても，2015 年までの貧困・
飢餓人口の半減という目標が位置付けられたこと，途上国加盟国のプレゼンスの高い FAO では，慢性的危機に焦点
をあてた，貧困・飢餓削減のための農業分野への投資・政府開発援助（ODA）の増大要求，個別技術協力プロジェ
クト推進等の議論に傾斜しがちであったこと等が挙げられる．
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アメリカの 1941 年レンド・リース法による食料供給，
いわば連合国側の軍事的な集団的安全保障が，イギリ
スの食料安全保障の危機を救ったという歴史も有して
いる．その後も，EC 加入や 1970 年代の世界食料価
格高騰等を契機として，食料自給志向的な政策と自由
主義的政策との間で揺れてきた．
　2007 年 9 月以降，ブラウン首相（当時）の指示に
基づき，食料政策全般に関する大幅な見直し作業が開
始され，内閣府に戦略ユニットが設置された．同ユ
ニットを中心に，政府一体となった省庁横断的な検討
の成果が，「食料の重要性：21 世紀の戦略に向けて」

（UK Cabinet Office 2008），イギリスの新たな国家食
料戦略「Food 2030」（UK HM Government 2010）に
とりまとめられている．並行して，環境・食料・農村
省（DEFRA）でも，2006 年から食料安全保障に関す
る検討が進められ，さらに 2008 年の世界的な食料価
格高騰も踏まえて，イギリスの食料安全保障について，
多様な指標による食料安全保障の定量的な分析・評価
が実施されていることから（DEFRA 2009），その概
要を第 4 表に紹介する．
　イギリスの穀物自給率や供給熱量ベースの総合食料
自給率が比較的高いことや，EU の集団的食料安全保
障体制への信頼度が高いことを背景として，懸念材料
を抱える「世界の食料供給力」や「世界の資源持続
性」の各項目と比較して，「イギリスの食料供給力と
アクセス」，「家庭の食料安全保障」等の各項目では，
比較的脅威が低いと評価されている．日本を含めた各
国における食料を取り巻く環境がそれぞれ異なるため，
必ずしも各国の食料安全保障の評価に馴染む項目ばか
りではないが，多様な指標による定量的評価の先行調
査研究事例として，大変示唆に富む報告書である．

₇．食料の量的リスクの潜在的な 
危害要因の類型とリスクの検証

1）潜在的な危害要因の類型
　これまで，過去の食料危機の経験と対応策，国内外
の食料安全保障に関する議論の整理を行った．今後，
我が国のフードチェーンが，食料の量的リスクに一層
的確かつ効率的に対処していく方策を検討するために
は，食料の生産・輸入から消費に至る各段階における
様々なリスクの潜在的な危害要因について，理想的に
は個々のリスクの発生頻度・可能性や，発生した場合
の被害を推定しつつ，幅広く想定して検証することが
必要となる．
　イギリス DEFRA が多様な指標による食料安全保
障の定量的分析を行った際に，食料安全保障に必要な

4 要素を考慮して，イギリスの食料安全保障への潜在
的な脅威を整理した類型表（DEFRA 2009：p. 6）を
主に参考としつつ，消費者の視点を重視して，我が国
の食料の量的リスクの潜在的な危害要因の類型化を試
みたものが，第 5 表である．

2） 家庭の入手可能性とアクセスに関するリスク
　近年「フードデザート問題」，「買い物難民」問題が
顕在化していることから，平成 22 年度に農林水産政
策研究所のプロジェクト研究で，物理的な食料品アク
セス問題について定量的に分析されている．このため
本節では，「健康で文化的な最低限度の生活を営む権
利」の保障としての生活保護制度が整備されているこ
ともあり，食料安全保障の視点から明示的に議論され
ることがなかった，家計による食料への経済的アクセ
スに関する課題に接近を試みる．
　我が国の生活保護受給者数は，2011 年 12 月に約
209 万人と，戦後混乱期の 200 万人水準を上回って推
移している．近年の受給者数の増加に伴い，2011 年
度の予算額は 3 兆 4,000 億円となっている．ただし，
これは日本特有の根強い「中流意識」に起因して，潜
在的な受給対象者のごく一部が自治体に申請し，実際
に受給しているに過ぎない可能性がある．藤澤

（2008）は，日本版 General Social Surveys（JGSS）
の 2002～2003 年の個票データを活用し，受給資格者
のうち扶助受給者の割合である生活保護捕捉率を 13.2
％ と推計し，社会扶助受給決定要因分析により，社
会階層認識ギャップの寄与を確認した上で，「今後

「中流意識」が崩壊することになれば，生活保護受給
に流入する低所得層が増大することが予測される」と
分析している．仮に生活保護捕捉率が 13.2％ で，必
要予算額が受給者数に比例することを前提とすれば，
潜在的な受給対象者は約 1,550 万人，必要予算額は約
25 兆 8,000 億円にも達すると推計される．
　こうした推計は，2007 年社会保障・人口問題基本
調査の下で実施された，初めての社会保障実態調査に
おいて，全世帯のうち，過去 1 年間に経済的な理由で
家族が必要とする食料が買えなかった経験を持つ世帯
について，「よくあった」世帯が 2.5％，「ときどき
あった」世帯が 4.5％，「まれにあった」世帯が 8.6％
と，計 15.6％ もの世帯が食費が足りなかった経験を
有するとの主観的知覚による実態把握の調査結果（国
立社会保障・人口問題研究所 2007：p. 14～15 を参照）
とも違和感のないものである．
　将来の経済情勢や社会保障政策等に左右されるが，
食料への権利という視点から，経済的困窮者に対して
現在の生活保護制度や，NPO 等民間ベースの様々な
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取り組みがセーフティーネットとして十分に機能して
いるかについて不確実性が懸念される状況にあり，家
計消費調査，食料需給表等からは解明しえない，生活
困窮者にターゲットを絞った食料需要面からの調査研
究も必要である．その際，近年の食料消費が，高品
質・差別化志向と低価格志向とが併存する状況の中で，
生活困窮者の広範な存在が過度の低価格化志向を促進
している可能性があることや，アメリカの生活保護と

現物給付による国内食料援助という 2 段階のセーフ
ティーネット制度との政策効果の比較も重要な視点と
なる．

3） 日本の食料供給力とフードチェーンの弾力性に
関するリスク

　日本の食料供給を川上で支える農業が，農業所得の
減少，担い手不足の深刻化や高齢化，農山漁村の活力
低下といった厳しい状況に直面していることは言うま

91食料の量的リスクと課題

第 ₅ 表　日本における食料の量的リスクの潜在的な危害要因の類型

テーマ
危害要因のタイプ

政治 技術 人口・経済 環境

〈1．消費者の視点〉

家庭の入手可能性
とアクセス

交通手段の不足
最低限の食料備蓄

貧困，失業，所得格差
食料インフレ
家族，コミュニティ変容
食料店舗配置効率化

極端な悪天候
新型感染症の蔓延

安全と信頼性
悪意の行動
規制の不備

混入 加工度の高い商品への需要増
長いフードチェーン

病害虫と疾病

〈2．�日本のサプラ
イチェーン〉

日 本 の フ ー ド
チェーンの弾力性

放射性降下物
IT， 流 通 網 等 の
インフラ
不測事態対応計画
各段階での在庫，
備蓄管理

エネルギー・石油ショック
突発的な事件・事故等による
農業生産や流通の混乱
フードチェーン集中化
金融危機

大規模災害（地震，
津波含む）
極端な悪天候（冷害，
風水害含む）

日本の食料供給力

政治経済体制の大幅
な変化

営農，種子，肥料
等の技術

日本農業の競争力低下
農業生産資材・要素（農地，
担い手，肥飼料，エネルギー
など）の減少・価格高騰

異常気象等による大
不作
動物疾病
病害虫
生物多様性リスク

日本の輸入食料ア
クセス

主要輸出国による輸
出制限
港湾ストライキ，海
上輸送障害，周辺事
態危機等による食料
輸入の遅延・途絶

非再生可能エネル
ギーの減少（バイ
オ燃料等の拡大）
港湾閉鎖

地域紛争や突発的な事件・事
故等による農業生産や貿易の
混乱
為替変動/経常・貿易収支
食料購買能力

主要生産国・輸出国
における異常気象等
による大不作
動物疾病/病害虫
港湾の沿岸洪水
生物多様性リスク

〈3．世界的な状況〉

世界の食料供給力と
世界の資源持続性

戦争
輸出制限
二国間土地取引
食料以外の農産物需
要（バイオ燃料を含
む）拡大政策

単収の伸び
投資
営農技術

世界人口増
所得向上

農地（砂漠化，土壌
浸食含む）
水資源（洪水，干ば
つ含む）
植物/動物の病気
気候変動
生態系破壊

註：DEFRA（2009），農林水産省（2011），食料安全保障に関する研究会（2010）を参考に筆者作成．



でもなく，まさに食料供給力の強化は「待ったなし」
の課題であると認識しているが，本節では，フード
チェーンの弾力性に絞って考察したい．
　東日本大震災は，世界・国内ともに十分な食料供給
量が存在する中でも，フードチェーンの寸断により，
突然食料の供給が途絶しかねない事象が発生しうるこ
とを想起させた．将来の発生が想定される大規模地震
に限っても，内閣府政策統括官（防災担当）において，
首都直下地震，東海地震，東南海・南海地震，日本海
溝・千島海溝周辺海溝型地震，中部圏・近畿圏直下地
震について，震度分布，人的・物的被害，経済被害等
の被害想定が示されるとともに，地震防災対策が策定
されている．例えば，首都直下地震については，マグ
ニチュード 7 クラスの地震が今後 30 年以内に発生す
る確率が 70％ 程度と具体的に推定され，発生した場
合には避難者が最大約 700 万人（うち避難所生活者は
約 460 万人）に及ぶと想定されている．避難者への食
料配給だけでも，東日本大震災では地震発生後 1 週間
の避難者数が約 40 万人であったことを踏まえると，
多くの企業の本社機能等が低下する中で，相当量の食
料を調達することに困難を極める可能性が高く，また
避難者以外の被災地居住者へのフードチェーンにも甚
大な影響が及ぶことが懸念される．
　国内外の食料供給不安に備えた対策も重要であるが，
地震等の自然災害や新型感染症発生等の影響による
フードチェーンの機能低下は，中短期で発生する可能
性，影響度合い，いずれの点でも高いリスクであり，
対応策が検討されるべき喫緊の課題である（註 15）．

₄）日本の輸入食料アクセスに関するリスク
　資源と同様に食料の国際価格の均衡点が変化しつつ
ある中で，日本の輸入食料アクセスに関して，まず日
本の調達力・購買力の将来見通しについて主にアジア
諸国との国際比較で確認する．IMF（2011）による，
購買力平価ベースの 1 人当たり GDP で比較すると，
1990 年には，日本は，アメリカに最も接近し，韓
国・台湾の約 2 倍，中国，インド，インドネシアの約
12～24 倍という世界最高水準の購買力を有していた．
しかし，経済成長鈍化によりしだいに相対的地位が低

下し，2016 年には，アメリカ，台湾に大きく離され，
韓国に追いつかれ，中国の約 3 倍，インドネシアの約
6 倍，インドの約 7 倍の水準まで落ち込むと推計され
ている．また柳川・森（2010）は，アジア（註 16）
の中間所得層（世帯可処分所得が 5 千ドル以上 35 千
ドル未満）の人口規模が 2008 年の 8.8 億人から 2020
年には 17.4 億人へと倍増することに加えて，アジア
の高所得層（世帯可処分所得が 35 千ドル以上）の人
口規模が 2008 年のわずか 6 千万人から 2020 年には
2.1 億人，2030 年には 10.1 億人へと大幅に増加すると
推計している．
　日本は，アジア諸国の平均水準よりは遙かに高い水
準に止まるものの，アジア経済が，日本が抜きん出た
経済力を示していた「富士山型」から，各国間の経済
格差が縮小する「八ヶ岳型」へと転換しつつあるとと
もに，中国を中心に高所得層の台頭によって，食料輸
入面での競合もしだいに激化していく可能性がある．
将来の為替水準の変動や経常・貿易収支等に左右され
る面はあるものの，「経済力さえあれば自由に食料が
輸入できる」といった主張の前提条件が揺らぎ始めて
いる可能性もあり，今後アジア地域における食料需給
状況はもとより，所得階層別食料消費の実態，食料貿
易・産業の連関構造の変化等も分析していく必要があ
る．
　また輸入食料の価格変動による最終消費者への影響
度合いについて，最終製品（例えばパン類）の家計購
入額に占める原料費（例えば小麦投入額）のシェアを
勘案する必要がある．例えば輸入への依存度が高い小
麦の場合，総務省平成 17 年産業連関表により推計す
ると，小麦粉で約 35.7％，パン類で約 3.8％，めん類
で約 5.8％ となる（註 17）．食料価格の高騰にまず示
現する食料の量的リスクに関連する正確な情報が，一
般消費者の間で共有されることも，不測の供給ショッ
クが発生した際に，冷静な消費行動をとる前提条件と
なる．

₈．結びにかえて─今後の課題─

　飢餓を体験した第二次世界大戦以降，経済のグロー
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（註 15）　東日本大震災・原発事故を踏まえ，農林水産省は，「「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動
計画」に関する取組方針」（2011 年 12 月 24 日）において，災害を想定した食品のサプライチェーン対策や飼料の安
定供給対策，不測時の食料安全保障マニュアルの見直しに取り組むこととされている．

（註 16）　シミュレーションの対象国は，中国，香港，韓国，シンガポール，タイ，マレーシア，フィリピン，インド
ネシア，ベトナム，インド．

（註 17）　むしろ生産者価格に占める飼料の投入係数が高い，豚（0.46），鶏卵（0.52），肉鶏（0.55）等の畜産部門経営
へのトウモロコシ等の国際価格変動の影響が大きい．



バル化が進展する中で，日本は急速な経済成長を達成
した．その一方で，日本農業・農村をめぐる固有の要
素を背景として，一貫して食料の輸入依存度が高まっ
てきたことから，欧米先進諸国とは異なる食料安全保
障観を形成し，国内農業生産，輸入，備蓄の組み合わ
せ方，とりわけ国内農業生産と輸入の比率である食料
自給率に着目した国家レベルでの議論が活発となった．
社会の安定や国民の安心と健康を支える食料の安定供
給に加えて，消費者が求める安全性や生産履歴等の情
報の信頼性，さらには自然の循環機能を通じた豊穣な
国土の維持，地域経済・コミュニティの維持・活性化
等の視点から，具体的な理想像や政策手法に議論は
あっても，国内農業による活力ある食料生産を強化し
ていくことは，様々な危害要因に柔軟に対応しうる強
靱なフードチェーン形成にとっても重要な課題である．
　ただし本稿では，各段階における幅広い食料の量的
リスクの潜在的な危害要因の類型をもとに，特に消費
者の視点から不確実性が高まりつつある，アクセス問
題，大規模災害時のフードチェーンの弾力性，輸入食
料アクセスに関する購買力などのリスク要因に限って
その検証を試みたが，問題提起の域を出ていない．
2010 年 3 月に策定された食料・農業・農村基本計画
には，不安要因に的確に対応するために，不測時のみ
ならず，平素から食料の供給面，需要面，食料の物理
的な入手可能性を考慮するアクセス面等を総合的に考
慮した，総合的な食料安全保障の確立が，食料の安定
供給の確保に関する施策として初めて盛り込まれてい
る．政策研究として，イギリスの食料安全保障に関す
る評価も参考としつつ，日本が抱える食料の量的リス
クについて，リスク管理の初期作業に相当する実証研
究がまず求められる．その際，社会科学的な危害要因
と自然科学的な危害要因の差異に留意することや，リ
スクシナリオの「想定外」をなくし，リスクへの自
助・共助・公助のバランスがとれた対応策を検討する
ために，学際的な研究や，「サブ政治」の積極的関与
も必要である．
　世界の食料供給リスクについては，各国・国際機関
等でも研究が進展しつつあるが，食料輸入大国として，
地球温暖化等環境制約や資源の賦存状況等に関する自
然科学的知見を踏まえ，これらの食料・資源の国際需
給変動への影響や各国の食料・農業戦略の動向など社
会科学的分析も怠るべきではなく，適応策としての技
術進歩の可能性や国内への影響度合い等を冷静に踏ま
えたリスク評価が求められる．国を超えたリスクへの
対処の 1 つとして，集団的な食料安全保障の萌芽とも
位置付けられる，「東南アジア諸国連合及び協力 3 か

国における緊急事態のための米の備蓄制度に関する協
定」（APTERR 協定）が，2011 年 10 月 7 日に署名さ
れ，同月 20 日には，タイおよびカンボジアでの洪水
被害に対する緊急支援が実施された．「多様な農業の
共存」による世界の食料安全保障の確保という基本理
念が，国際場裡でより多くの国々から共感を得ていく
ためには，アジアモンスーン地域，急速な経済成長，
人口稠密，農業生産要素市場の不完全性，家族農業中
心の稲作，食用穀物等の基本的自給方針等の点で共通
点がある，韓国，台湾，インドネシア，中国などと共
有しうるような，質量両面の食料のリスクへの対応策
を提起していくことが必要である．

　本稿における事実関係以外の内容は，筆者の個人的
見解であり，農林水産省および所属研究機関の見解で
はない．
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要旨：食料の量的リスクへの対応には，歴史的に，商品経済や物流の進展等の経済的要因と実効性のあ
るガバナンス等の政治的要因の両面が影響してきた．日本では，急速な経済成長，食料の輸入依存度の
漸増等を背景として，国内農業生産と輸入の比率である食料自給率に着目した特有の食料安全保障概念
を形成してきた．本報告では，食料の量的リスクへの潜在的な危害要因が，内外の食料供給力に加え，
消費者の入手可能性・アクセス，フードチェーンの弾力性，輸入食料アクセスなど多様に存在すること
を明らかにするとともに，東日本大震災を契機として様々な分野でリスク研究が活発化しており，この
分野でもリスクアナリシスの考え方に基づく実証研究の必要性を論じる．

キーワード：食料の量的リスク，食料安全保障，ガバナンスとリスク管理の範囲，多様な指標による定
量的評価，潜在的な危害要因の類型


